
様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人日本学生支援機構の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

監事（非常勤）

② 令和４年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
実績を含む。）

③ 役員報酬基準の内容及び令和４年度における改定内容

① 役員報酬の支給水準の設定についての考え方

日本学生支援機構は、国が中期的な期間について定める業務運営に関する目標を達

成するための計画に基づき、奨学金事業、留学生支援事業、学生生活支援事業を通じ

て次代の社会を担う豊かな人間性を備えた創造的な優れた人材を育成するとともに、国

際理解・交流を図ることにより、国民の需要に的確に対応した多様で良質なサービスの

提供を通じた公共の利益の増進を推進することを目的とする。
上記目的の趣旨から、当法人の役員報酬の水準については、国家公務員の指定職俸

給表の給与水準を考慮して設定している。理事長については、指定職俸給表4号と5号
の間、理事については、指定職俸給表2号と4号の間に設定している。

期末特別手当の額は、「役員給与規程」において、文部科学大臣が機構に対して行
う業績評価の結果を勘案し、理事長が、その者の職務実績に応じ、100分の10の範囲
内でこれを増額し、または減額することができると規定している。

法人の長の報酬は、俸給、地域手当、通勤手当及び期末特別手当から

構成されている。
なお、令和４年度においては改定していない。

理事の報酬は、俸給、地域手当、通勤手当及び期末特別手当から構

成されている。
なお、令和４年度においては改定していない。

非常勤監事の報酬として、非常勤役員手当を支給している。

なお、令和４年度においては改定していない。
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２　役員の報酬等の支給状況
令和４年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,203 10,836 5,036 2,331 （地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

7,729 4,270 2,580 879 （地域手当）
（通勤手当）

R4.8.31 ◇

千円 千円 千円 千円

9,834 5,939 2,659 1,235 （地域手当）
（通勤手当）

R4.9.2 ◇

千円 千円 千円 千円

16,560 9,648 4,932 1,980 （地域手当）
（通勤手当）

※

千円 千円 千円 千円

16,884 9,648 4,932 2,304 （地域手当）
（通勤手当）

※

千円 千円 千円 千円

16,651 9,648 4,932 2,071 （地域手当）
（通勤手当）

◇

千円 千円 千円 千円

1,440 1,440 0 0 （地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

204 204 0 0 （地域手当）
（通勤手当）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注３：総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。

D理事

法人の長

A理事

B理事

前職

C理事

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

B監事
（非常勤）

A監事
（非常勤）

E理事
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３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　監事
  （非常勤）

【主務大臣の検証結果】

日本学生支援機構は、奨学金事業、留学生支援事業、学生生活支援
事業を通じて、次代の社会を担う豊かな人間性を備えた創造的な優れた
人材を育成するとともに、国際理解・交流を図ることを目的としている。

当法人の長は、これらの事業を実施するにあたり、各大学と連携しつつ
学生を支援するための高いリーダーシップが求められ、特に奨学金事業
に関しては金融に関する深い知見も求められる。

法人の長の報酬等の支給の基準は、独立行政法人通則法において、
国家公務員の給与等を考慮して定めることとされていることから、当法人
の長の報酬水準については、 職務内容・職責が近い国家公務員指定
職俸給表4～5号俸の間（本省局長級）とし、さらに、国家公務員指定職
の給与改定が行われた際には同様の改定を行うこととしており、妥当と考
える。

当法人の理事は、各担当の事業を実施するにあたり、各大学と連携し
つつ学生を支援するための高いリーダーシップが求められる。

法人の理事の報酬等の支給の基準は、独立行政法人通則法におい
て、国家公務員の給与等を考慮して定めることとされていることから、当
法人の理事の報酬水準については、 職務内容・職責が近い国家公務
員指定職俸給表2～4号俸の間（本省審議官級）とし、さらに、国家公務
員指定職の給与改定が行われた際には同様の改定を行うこととしてお
り、妥当と考える。

役員の俸給額については、国家公務員の指定職相当と比べて低い金額と
なっており、適正水準であると考える。

職務内容の特性や参考となる国家公務員との比較などを考慮すると、法人
の役員の報酬水準は妥当であると考える。引き続き適正な給与水準の維持
に努めていただきたい。
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４　役員の退職手当の支給状況（令和４年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

6,406 7 5 R3.8.31 1.0

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

　　期末特別手当の額は、「役員給与規程」において、文部科学大臣が機構に対して

　行う業績評価の結果を勘案し、理事長が、その者の職務実績に応じ、100分の10の

　範囲内でこれを増額し、または減額することができると規定している。

　引き続き現在の仕組みを継続していく。

理事

理事 該当者なし

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

法人での在職期間

判断理由

該当者なし法人の長

監事

在職期間7年5か月における法人及び個人の業績等を踏まえ、「独立行政法人、特殊法人及び認

可法人の役員の退職金について」（平成15年12月19日閣議決定）に基づき、文部科学大臣が業

績勘案率1.0を決定した。

退職手当支給額は、当該業績勘案率を踏まえ、「役員退職手当規程」に基づき決定されており、

妥当なものと認められる。

法人の長

監事
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

職員の給与水準の設定等については、国家公務員の給与水準に準拠することを基本的な
考えとする。
○ 国家公務員・・・令和４年度において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均給与

月額は、405,049円となっており、全職員の平均給与月額は413,064円となっている。

　勤勉手当の額は、期間中の職員の勤務成績等について、自己評価と複数上司の評価を
実施し、これらを総合的に勘案して、増額し、または減額するほか、昇給区分を5段階にして、
勤務成績を昇給に反映させている。

③ 給与制度の内容及び令和４年度における主な改定内容

２　職員給与の支給状況

① 職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

348 45.5 6,990 5,091 173 1,899
人 歳 千円 千円 千円 千円

337 45.4 6,946 5,058 173 1,888
人 歳 千円 千円 千円 千円

11 48.7 8,332 6,088 175 2,244

人 歳 千円 千円 千円 千円

19 51.8 4,362 3,255 184 1,107
人 歳 千円 千円 千円 千円

19 51.8 4,362 3,255 184 1,107

人 歳 千円 千円 千円 千円

（年俸制適用者）
人 歳 千円 千円 千円 千円

事務・技術

在外職員

任期付職員

① 職員給与の支給水準の設定等についての考え方

任期付職員

区分

教育職種
（日本語学校教員）

② 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
の仕組み及び導入実績を含む。）

常勤職員

うち賞与平均年齢
令和４年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内人員

事務・技術

○ 本機構の給与制度は、日本学生支援機構職員給与規程に則り、俸給及び諸手当（役
職手当、扶養手当、 地域手当、広域異動手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、
超過勤務手当、管理職員特別勤務手当、期末手当、勤勉手当及び寒冷地手当）としている。

○ 一般職の職員の給与に関する法律の改正に伴い、12月に以下の措置を講ずることとした。
令和4年度俸給表の改定（令和4年4月に遡って実施）
一般職俸給表、教育職俸給表、任期付一般職俸給表、任期付教育職俸給表において、
改定を行った。（対象：1級～3級職員　平均改定率：0.3％）
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人 歳 千円 千円 千円 千円

15 63.8 4,430 3,290 167 1,140
人 歳 千円 千円 千円 千円

15 63.8 4,430 3,290 167 1,140

人 歳 千円 千円 千円 千円

18 48.1 4,396 4,286 170 110
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 38.3 4,871 4,761 258 110
人 歳 千円 千円 千円 千円

13 51.9 4,213 4,103 136 110
注： 常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除いている。

注：

注：

教育職種
（日本語学校教員）

非常勤職員

事務・技術

在外職員については、該当者が2人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、記載を省略している。

年俸制適用者については、該当者が2人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、記載を省略している。

事務・技術

再任用職員
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②

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

部長 26 55.9 12,081

課長 50 53.0 9,451

課長補佐 48 49.7 7,678

係長 72 46.8 6,365

主任 112 39.6 4,842

係員 50 41.4 4,401

④

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

44.9 42.7 43.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 55.1 57.3 56.2

％ ％ ％

         最高～最低 57.8～0 59.8～0 58.6～0

％ ％ ％

54.6 52.1 53.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 45.4 47.9 46.7

％ ％ ％

         最高～最低 48.1～0.0 50.6～0.0 49.4～0.0

10,568～7,718

8,939～5,575

8,580～4,945

8,176～3,951

5,408～3,761

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員）〔在外職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕

一律支給分（期末相当）

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

最高～最低

賞与（令和４年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

区分

管理
職員

千円

　代表的職位

14,376～9,681

一般
職員

一律支給分（期末相当）
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２０－２３歳２４－２７歳２８－３１歳３２－３５歳３６－３９歳４０－４３歳４４－４７歳４８－５１歳５２－５５歳５６－５９歳

人数
平均給与額
第３四分位
第１四分位

年間給与の分布状況（事務・技術職員）

千

人
千円
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３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

・年齢勘案 96.0%

・年齢・地域勘案 86.1%

・年齢・学歴勘案 93.5%

・年齢・地域・学歴勘案 84.4%

４　モデル給与

（扶養親族がいない場合）
○２２歳（大卒初任給）

月額　188,500円　　年間給与　2,833千円
○３５歳（係長）

月額　274,600円　　年間給与　5,540千円
○５０歳（課長補佐）

月額　376,500円　　年間給与　7,880千円
※扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者 6,500円、子1人に

つき 10,000円）を支給

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

勤勉手当の額は、期間中の職員の勤務成績等について、自己評価と
複数上司の評価を実施し、これらを総合的に勘案して、増額し、または
減額するほか、昇給区分を5段階にして、勤務成績を昇給に反映させて
いる。引き続き現在の仕組みを継続していく。

内容

（主務大臣の検証結果）
法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従業員の給
与等を勘案し、設定の考え方を明らかにすることが求められており、国家公務員
と比べて給与水準が高い法人は、その合理性及び妥当性について、説明責任
を果たすべきこととされている。（独立行政法人改革等に関する基本的な方針
（平成25年12月24日閣議決定））
当該法人は、国家公務員の給与等を総合的に勘案したうえで、職員の給与水
準を設定しており、法人における給与水準の妥当性の検証結果から、適切な対
応が執られていると考える。引き続き、職員の処遇に配慮しつつ、適切な給与水
準の設定に努めていただきたい。

項目

該当なし

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　17.7％】
　（国からの財政支出額　381,180,708円、支出予算の総額　2,157,707,198円：
令和4年度予算）
【累積欠損額　0円（令和3年度決算）】
【管理職の割合　21.2％（事務・技術職員数358名中76名）】
【大卒以上の高学歴の割合　85.2％（事務・技術職員数358名中305名）】
（支出総額　 2,050,489,231千円、給与・報酬等支給総額　3,806,347千円：令和
3年度決算）

（法人の検証結果）
本機構の対国家公務員指数は、年齢勘案、地域勘案、学歴勘案および地域・
学歴勘案において国家公務員を下回っている状況にあり、国家公務員と比べ低
い水準であるため、改善に向けた取り組みが必要である。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

講ずる措置

対国家公務員
指数の状況

　給与水準の妥当性の
　検証

国家公務員の給与水準を考慮しつつ、必要な人材の確保に向け、適正な給与
水準となるよう努める。
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Ⅲ　総人件費について

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円

(D) 692,995 699,890 731,712 713,330
千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

特になし

〇 「 給与、報酬等支総額 」：働き方の見直しによる職員の超過勤務時間の減少等により、
対前年度比2.4％減 となった。

〇 「退職手当支給額」:定年退職数の減少により、対前年比 62.4%減となった。

〇 「最広義人件費 」： 退職手当支給額の減少等により、対前年度比 7.8％減 となった。

〇 「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成29年11月17日閣議決定）に基づ
き、以下の措置を講ずることとした。

・役員に関する講じた措置の概要( 施行日　平成30年1月1日）在職期間1月につき退職の
日に おけるその者の本給月額に乗じる割合を、10.875/100 から 10.4625/100 に引き下げ
ることとした。

・職員に関する講じた措置の概要（施行日　平成30年1月1日）退職の日における本給月
額にその者の勤続期間に応じて定める割合を乗じて得た額に、国家公務員の退職手当法
の改正に準じて、乗じる割合を87/100から83.7/100に引き下げることとした。

316,756 267,671 357,342 134,472

3,806,347 3,713,700

区　　分

退職手当支給額

給与、報酬等支給総額
3,763,403 3,836,002

注：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標
 期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を
 記載する。

最広義人件費

非常勤役職員等給与

6,097,827 5,619,1716,028,0725,781,901

1,008,747 1,224,509 1,202,426 1,057,669

福利厚生費
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